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「国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業」の円滑な返上を 
可能にすることを求める意見書 

 
平成２６年５月に大阪市が「国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業（以下「特区

民泊」という。）」の対象地域として名乗りを上げ、国に指定されて以来、認定民泊施設
は１，４８５室を数えるが、認定を受けずに国内外の客を受け入れている、いわゆる違
法民泊施設が１万室を超えるといわれる。 
本年２月２３日、日本人女性が犠牲となる悲惨な殺人・遺体遺棄事件が大阪市東成区・

西成区の違法民泊施設で起きた。違法民泊施設がどこにどのくらい存在するのか全くわか
らない現状に対し、不安の声は募る一方である。 
そんな中、全国一律の「住宅宿泊事業法」が６月に施行されることとなり、３月１５日

から届出が開始された。都市部は人口が集中し、住宅・商業地域が混在しており、のどか
な田園・山河が広がる地域とでは抱える問題が違うことから、同法１８条に基づく地方裁
量が許されていることにより、都市部を中心に各自治体で様々な工夫がなされている。 
しかし、大阪市は大阪府とともにそもそも特区民泊対象地域であり、市内では届出か認

定かの違いはあれども、新法民泊と特区民泊という同じような二つの制度が並存すること
となり、従来の旅館業法に基づく簡易宿所を加えると、判別のつかない宿泊施設が混在す
ることになる。利用者にとっても分かりにくいだけでなく、制限される面積や設備等、期
間・区域などが根拠法によって違うにもかかわらず、地域住民はどの根拠法による施設な
のか外形的に分からないということになり、住民不満の原因につながりかねない。 
国家戦略特別区域を指定して、規制緩和をした後、全国一律の法律が施行されることを

もって、特区民泊は一定役割を終えたものと考えるのが適当で、この際移行期間を設け、
廃止の方向へと誘導されることが望ましい。 
よって国におかれては、国の目指される適法民泊への誘導のためにも、地域住民の安

全・安心を最優先に考えるべき基礎自治体の特区民泊返上がより円滑に可能となるルール
づくりを行うことを求めるものである。 
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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